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第 69 回おきぎん企業動向調査（2017 年 10-12 月期）調査結果 

～県内（地域・業種別）の経営環境と業況感～ 

 

Ⅰ．調査概要 

 本調査では各企業の業況感や経営状況項目などについて、企業経営者の主な判断（当期実績、来期

見通し）を景気動向指数 DI として取りまとめる四半期調査です。 

【調査時期】2017 年 11 月下旬～12 月上旬  

【調査対象】県内企業 513 社回答 

【調査内容】①業況 ②売上高 ③売上単価 ④仕入単価⑤採算 ⑥引き合い ⑦雇用 ⑧設備・その他投資

需要（第 51 回調査までの「IT 関連投資」と「その他の投資」を統合） 

 

―おきぎんＤＩとは― 

 主に企業経営者の業況などに関する実績判断や見通しを「好転・上昇・増加」、「不変（変わらない）」、「悪

化・低下・減少」のいずれかでお答えいただき、各割合を表したものです（本レポートでは「悪化・低下・減

少」はマイナス表示を使用）。 

①「好転・上昇・増加」＋「不変（変わらない）」＋「悪化・低下・減少」＝100％ 

②ＤＩ（景気動向指数）＝「好転・上昇・増加」の割合（％）－「悪化・低下・減少」の割合（％） 

従って、ＤＩがプラスなら景気が良い（または上昇見込み）、マイナスなら悪い（または下降見込み）、と捉えま

す。 

 

 調査対象企業の業種・所在地構成  

本調査の業種構成を県内事業所データ（2014 年経済センサス基礎調査）と比べると、【建設業（本調査で

は土木・建築業）】、【情報通信サービス業】、【製造業】はサンプリング数が多く、【卸・小売業】、【その他サー

ビス業（宿泊、飲食等）】、【その他（不動産、運輸等）】、【医療・福祉】、はサンプリング数が少なくなっていま

す。また、所在地構成では、中部と那覇市内の合計が全体の７割以上を占めています。 

 

   

中部
46.2%

那覇市内
29.2%

南部
8.6%

北部
7.0%

宮古
3.7%

八重山
5.3%

中部

37.6%

那覇市内

27.6%

南部

15.0%

北部

9.6%

宮古

4.5%

八重山

5.7%

県内の事業所数所在地の構成（外円）、

本調査の事業所数所在地の構成（内円）

資料）総務省、当行

本調査

建設業
27.3%

卸・小売業
24.0%

情報通信サービス業
2.7%

医療・福祉
6.0%

その他サービス業
9.7%

その他
21.6%

製造業
8.6%

建設業

6.6%

卸・小売業

25.0%

情報通信サー

ビス業

1.0%医療・福祉

7.5%

その他サービス業

32.3%

その他

22.8%

製造業

4.9%

県内の産業別事業所数の構成（外円）、

本調査の回答事業所数の業種構成（内円）

資料）総務省、当行

本調査



 3

 

 

 調査の結果 

当期の業況ＤＩは 43.9（前年同期比）、全業種で業況改善の動きとなり、2011 年 7-9 月期よ

り 26 期連続のプラスとなりました。（2 桁プラスは 2012 年 1-3 月期から 24 期連続）。また、来

期の業況見通しＤＩは 31.6（当期比）となり、引き続き、全業種で業況改善が見込まれていま

す。 

2016年 2018年

10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期見通し

項　目 前年同期比DI 前年同期比DI 前年同期比DI 前年同期比DI 前年同期比DI 前期比DI

全　業　種 40.4 39.8 42.4 40.4 43.9 31.6

製　造　業 23.9 34.0 36.6 33.3 27.3 22.7

土　木　業 59.1 52.9 42.9 53.8 64.7 35.3

建　築　業 43.6 37.5 44.0 48.5 55.3 35.0

卸　売　業 35.8 29.7 31.5 26.0 42.2 25.0

小　売　業 35.6 37.1 40.6 34.4 27.1 23.7

情報通信サービス業 20.0 41.7 50.0 25.0 35.7 42.9

医療・福祉 53.6 41.7 32.0 32.1 25.8 25.8

その他サービス業（宿泊・飲食等） 33.9 45.5 45.3 60.9 46.0 32.0

その他（不動産、運輸等） 51.8 48.8 52.7 41.7 49.5 38.7

2017年
【業況ＤＩの推移】
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出所）㈱おきぎん経済研究所出所）㈱おきぎん経済研究所  
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Ⅱ.調査結果（総論） 

 

1.当期の状況（2017 年 10-12 月の前年同期比） 

 当期の業況は 43.9 となり、全体的に業況改善の動きとなりました。公共・民間工事の受注増加や国内

外観光客の需要増加などから、売上高（45.8）や引き合い（40.0）をはじめ、多くの項目で改善の動きが

みられます。一方で、一部では建築資材価格高騰などの影響から、仕入単価（20.7）の上昇と、人手不

足による雇用確保（2.3）が懸念されています。 
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 業種別では、全業種において業況改善の動きとなりました。工事需要などが増加する【土木業（64.7）】、

【建築業（55.3）】や、不動産業などの【その他（49.5）】、好調な観光関連業種を含むその他サービス業

（46.0）】などにおいて、全業種 DI を上回る強さがみられています。 
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2.来期の見通し（2017 年 10-12 月期の当期比） 

 来期の見通し業況 DI は 31.6 となり、引き続き、業況改善の動きが見込まれています。建設工事関連の

需要増加から、売上高(34.7) をはじめ、引き合い（23.4）や採算（19.7）など多くの項目で改善の動きが

見込まれますが、人手不足による雇用確保（1.2）が懸念されています。 
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資料）当行 ※数値は1-3月期見通しDIを表示
 

 

 業種別では、全業種で業況改善の動きが見込まれます。【情報通信サービス業（42.9）】や、不動産業

を含む【その他（38.7）】をはじめ、【土木業（35.3）】、【建築業（35.0）】などで全業種ＤＩを上回る強さが見

込まれています。 
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地域別の業況 DI 

 

 当期の地域別 DI（前年同期比）は、宮古地区（89.5）をはじめ、国内外観光客需要の増加や公共・民間

工事の受注増加に伴い、各地域で観光関連（宿泊・小売・運輸業等）や建設関連（土木・建築業等）が

好調に推移していることなどから、全地域で業況改善の動きとなりました。 
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 来期の地域別 DI 見通し（当期比）は、引き続き、全地域で業況改善の動きが期待されます。公共・民間

工事などの受注増加が見込まれる北部地区（50.0）、宮古地区（42.1）をはじめ、各地域で年度末に向

けた需要拡大が見込まれることから、業況の改善が期待されます。 
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Ⅲ.調査結果（各論） 

１．製造業 

 当期 DI（前年同期比）は 27.3 となり、全体として業況改善の動きがみられます。食品・菓子造業などで

は、お歳暮需要が増加しているほか、生コン製造業（二次製品含む）や建築資材製造業などでは、公

共工事や民間建築工事等の需要が増加していることなどから、売上高・採算・引き合いが増加していま

す。一方、資材価格の高止まりや、人手不足による人件費高騰などから、採算悪化を懸念する事業者

が一部でみられます。 
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資料）当行

【製造業】 当期の状況（2017年10-12月期の前年同期比）

※数値は10-12月期DIを表示

 

 来期の見通し DI（当期比）は 22.7 となり、全体としては業況改善の動きが見込まれます。食品・飲料・菓

子製造業では、年末商戦が一段落し、需要の減少が見込まれるものの、生コン製造業（二次製品含

む）や建築資材製造業などでは年度末に向け公共工事の増加などから、売上高・引き合いの増加が期

待されています。一方で、資材価格が高止まりしており、採算への影響を懸念する事業者も一部で見ら

れます。
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2．土木業 

 当期の業況 DI（前年同期比）は 64.7 となり、全体としては業況改善の動きがみられます。公共工事（那

覇空港第 2 滑走路、道路工事など）の受注増加から、売上高・引き合い・採算が増加しています。一方、

資材価格の高止まりしていることや、人手不足による雇用への影響を懸念する事業者が一部でみられ

ます。
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【土木業】 当期の状況（2017年10-12月期の前年同期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 土木業ＤＩ 全業種計ＤＩ

資料）当行 ※数値は10-12月期DIを表示
 

 

 来期の見通し DI（当期比）は 35.3 となり、全体としては業況改善の動きが見込まれます。年度末に向け

て公共工事などの受注増加が見込まれることから、売上高・採算の増加が期待されます。一方、人手不

足感から、雇用への影響を懸念する事業者も一部でみられます。 
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【土木業】 来期（2018年1-3月期）の見通し（2017年10-12月期比）
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3.建築業 

 当期の業況 DI（前年同期比）は 55.3 となり、全体としては業況改善の動きがみられます。公共工事や民

間工事（アパート、マンション、分譲住宅、ホテル等）の受注増加などから売上高・引き合いが増加して

います。一方、人手不足感による雇用への影響を懸念する事業者も一部でみられます。 
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【建築業】 当期の状況（2017年10-12月期の前年同期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 建築業ＤＩ 全業種計ＤＩ

資料）当行 ※数値は10-12月期DIを表示
 

 

 来期の見通しDI（当期比）は35.0となり、全体としては業況改善の動きが見込まれます。引き続き、年度

末に向けた公共工事の受注増加が見込まれるほか、一部では消費税増税を見込んだ民間建築工事

の引き合いも増加が見込まれており、売上高・引き合い・採算の増加が期待されます。一方、人手不足

感から、雇用への影響を懸念する事業者が一部で見られます。 
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※数値は1-3月期見通しDIを表示資料）当行
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4． 卸売業 

 当期の業況 DI（前年同期比）は 42.2 となり、全体としては業況改善の動きがみられます。食品卸売業な

どでは、国内外観光客の需要増加や、年末のお歳暮需要増加などから、売上高・引き合い・採算が増

加しています。また、建築資材卸売業などでは、公共、民間工事の増加により売上高・引き合い・採算

が増加しています。一方で、人手不足感による雇用への影響を懸念する事業者も一部でみられます。 

△ 40.0

△ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

業
況

売
上
高

売
上
単
価

仕
入
単
価

採
算

引
き
合
い

雇
用

設
備･

そ
の
他
投
資
需
要

【卸売業】 当期の状況（2017年10-12月期の前年同期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 卸売業ＤＩ 全業種計ＤＩ

資料）当行 ※数値は10-12月期DIを表示
 

 来期の見通し業況 DI （当期比）見通し業況 DI は 25.5 となり、全体としては業況改善の動きが見込まれ

ます。引き続き、建築資材卸売業などでは公共・民間工事の受注増加から、売上高・採算・引き合いの

増加が見込まれています。食品卸売業などでは、年末商戦が一段落し、売上高・採算の減少が見込ま

れています。 
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【卸売業】 来期（2018年1-3月期）の見通し（2017年10-12月期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 卸売業ＤＩ 全業種計見通しＤＩ

※数値は1-3月期見通しDIを表示資料）当行
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5． 小売業 

 当期の業況 DI（前年同期比）は 27.1 となり、全体としては業況改善の動きがみられます。観光土産品、

雑貨販売業、コンビニエンスストアなどでは、国内外観光客の需要増加などにより売上高・採算が増加

しています。一方、人手不足感から雇用への影響や、人件費高騰による採算悪化を懸念する事業者が

一部でみられます。 
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【小売業】 当期の状況（2017年10-12月期の前年同期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 小売業ＤＩ 全業種計ＤＩ

資料）当行 ※数値は10-12月期DIを表示

 

 来期の見通し業況 DI（当期比）は 23.7 となり、全体としては業況改善の動きが見込まれます。自動車販

売業や衣料品、雑貨販売業では、入学、就職シーズンに向けて需要の増加が見込まれることから、売

上高・採算の増加が期待されます。また、観光土産品などでは、引き続き観光客による需要の増加が見

込まれることから、売上高・採算・引き合いの増加が期待されます。 
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【小売業】 来期（2018年1-3月期）の見通し（2017年10-12月期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 小売業ＤＩ 全業種計見通しＤＩ

※数値は1-3月期見通しDIを表示資料）当行
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6.情報通信サービス業 

 当期の業況 DI（前年同期比）は 35.7 となり、全体として業況改善の動きがみられます。ソフトウェア開発

業などでは公共、民間企業からの受注増加等により売上高・引き合いの増加がみられます。一方で、一

部の事業者では、競合との競争激化や、人手不足による人件費高騰の影響から採算・雇用減少がみら

れます。 
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【情報通信サービス業】 当期の状況（2017年10-12月期の前年同期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 情報通信サービス業ＤＩ 全業種計ＤＩ

資料）当行 ※数値は10-12月期DIを表示

 

 

 来期の見通し業況 DI（当期比）は42.9 となり、全体として業況改善の動きが見込まれます。引き続き、シ

ステム開発業などでは、公共、民間企業受注増加が見込まれるほか、放送、広告作製関連業などでは、

年度末にかけて売上高・採算の増加が期待されます。 
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【情報通信サービス業】 来期（2018年1-3月期）の見通し（2017年10-12月期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 情報通信サービス業ＤＩ 全業種計見通しＤＩ

※数値は1-3月期見通しDIを表示資料）当行
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7． 医療・福祉 

 当期の業況 DI（前年同期比）は 25.8 となり、全体としては業況改善の動きがみられます。医療施設、総

合病院などでは、設備投資効果による売上高・採算が増加している事業者がみられます。また、一部の

介護・福祉サービスなどでは人手不足による雇用減少や人件費高騰による採算の悪化がみられます。 

 

△ 40.0

△ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

業
況

売
上
高

売
上
単
価

仕
入
単
価

採
算

引
き
合
い

雇
用

設
備･

そ
の
他
投
資
需
要

【医療・福祉】 当期の状況（2017年10-12月期の前年同期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 医療・福祉ＤＩ 全業種計ＤＩ

※数値は10-12月期見通しDIを表示資料）当行
 

 来期の見通し業況 DI（当期比）は 25.8 となり、全体としては業況改善の動きがみられ、医療施設の経営

環境は堅調に推移することが期待されます。また、一部の医療・介護施設では、医療機器およびシステ

ム入替に伴う設備投資需要が見込まれています。一方で、人手不足感による雇用への影響や、サービ

ス品質への影響を懸念する事業者も、一部で見られます。 
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【医療・福祉】 来期（2018年1-3月期）の見通し（2017年10-12月期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 医療・福祉ＤＩ 全業種計見通しＤＩ

※数値は1-3月期見通しDIを表示資料）当行
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8.その他サービス業（宿泊、飲食、ゴルフ場、遊戯場、結婚式場、教育関連など） 

 当期の業況 DI（前年同期比）は 46.0 となり、全体としては業況改善の動きがみられます。宿泊、飲食業

（居酒屋、焼肉店など）では、国内外観光客の増加や、修学旅行シーズンによる需要増加から、売上

高・採算・引き合いが増加しています。一方、人手不足感による雇用への影響を懸念している事業者も

一部でみられます。 
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【その他サービス業】 当期の状況（2017年10-12月期の前年同期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 その他サービス業ＤＩ 全業種計ＤＩ

※数値は10-12月期DIを表示資料）当行
 

 来期の見通し業況DI（当期比）は32.0となり、全体としては業況改善の動きが見込まれます。引き続き、

宿泊、飲食業などでは、インバウンドや修学旅行、キャンプシーズンの到来により国内外観光客の需要

増加が見込まれていることなどから、売上高・採算・引き合いの増加が期待されます。一方、一部のリゾ

ートホテルでは、オフシーズンによる需要の落ち込みによる売上高、採算の減少を見込む事業者も見ら

れます。継続的な人手不足の影響から雇用確保を懸念している事業者も一部でみられます。 

△ 40.0

△ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

業
況

売
上
高

売
上
単
価

仕
入
単
価

採
算

引
き
合
い

雇
用

設
備･

そ
の
他
投
資
需
要

【その他サービス業】 来期（2018年1-3月期）の見通し（2017年10-12月期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少

その他サービス業ＤＩ 全業種計見通しＤＩ

※数値は1-3月期見通しDIを表示資料）当行
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9.その他（不動産、運輸、測量・設計コンサル等） 

 当期の業況 DI（前年同期比）は 49.5 となり、全体としては業況改善の動きがみられます。不動産業（販

売・仲介）などでは、不動産取引の増加などから売上高・引き合いが増加しています。また、測量・設計

コンサル業、建築機械リース業では、民間建築需要増加により、売上高・採算・引き合いが増加してい

ます。一方で運輸業では、原油価格高騰による採算悪化を懸念する事業者も、一部でみられます。 
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【その他】 当期の状況（2017年10-12月期の前年同期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 その他ＤＩ 全業種計ＤＩ

※数値は10‐12月期DIを表示資料）当行
 

 来期の見通し業況 DI（当期比）は 38.7 となり、全体としては業況改善の動きが見込まれます。不動産業

では引き続き不動産取引の増加により、売上高・採算・引き合いの増加を見込んでいます。測量・設計・

リース業などでは公共工事の受注増加が見込まれ売上高・引き合いの増加が期待されます。一方で、

不動産業、運輸業などでは、人手不足感から雇用への影響を懸念する事業者が一部で見られます。 
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【その他】 来期（2018年1-3月期）の見通し（2017年10-12月期比）

好転・上昇・増加 悪化・低下・減少 その他ＤＩ 全業種計見通しＤＩ

※数値は1‐3月期見通しDIを表示資料）当行
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Ⅳ.まとめ（総括） 

 

 【当期の業況ＤＩ】 

当期（2017 年 10-12 月期）の業況ＤＩは 43.9（前年同期比）となり、業況改善の動きとなりまし

た。観光関連（飲食、宿泊、観光土産品販売）では、入域観光客数が好調に推移していることなどから、

売上高・採算・引き合いが増加しています。一方で、人手不足による人件費高騰などから採算が悪化してい

る事業者も一部でみられますが、全体としては業況改善の動きがみられます。建設関連（土木、建築、測

量、設計など）では、公共工事（空港、道路工事等）や民間工事（マンション、ホテル、アパート等）の受注

増加などから、売上高・引き合いが増加しています。資材価格の高止まりや、継続的な人手不足感から雇用

への影響を懸念する事業者も一部でみられますが、全体としては業況改善の動きがみられます。小売業

（スーパー、観光土産品）では、国内外観光客需要の増加や、お歳暮需要などから、売上高・採算が増

加しています。 

 

 

 【来期の見通し業況ＤＩ】 

来期（2017 年 1-3 月期）の見通し業況ＤＩは 31.6（当期比）となり、引き続き、業況改善が期待

されます。観光関連では、堅調なインバウンドの需要や、キャンプシーズンの到来による需要増加が見

込まれていることなどから、売上高・採算・引き合いの増加が期待されます。一方で、オフシーズンであること

から、需要の落ち込みによる売上高、採算の減少や、人手不足感から雇用の確保を懸念する事業者が一部

でみられますが、全体としては業況改善の動きが見込まれます。建設関連では、年度末に向け、引き

続き公共・民間工事の受注増加が見込まれることなどから、売上高・採算・引き合いの増加が期待されます。

継続的な人手不足から雇用への影響を懸念する事業者が一部でみられるものの、全体としては業況改善

の動きが見込まれます。小売業では観光需要の増加や入学・就職シーズン到来による需要増加が見込ま

れていることから、売上高・採算・引き合いの増加などが期待されており、全体としては業況改善の動きが見

込まれます。 


